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 事業性融資の推進に関する基本理念

   事業者と金融機関等の緊密な連携の下、
事業の継続及び発展に必要な資金の調達等
の円滑化を図る。

 国は、その基本理念にのっとり、事業性融資
の推進に関する施策を策定・実施する責務を
有する。

事業性融資の推進等に関する法律の概要

事業者が、不動産担保や経営者保証等によらず、事業の実態や将来性に着目した融資を受けやすくなるよ
う、事業性融資の推進に関し、「基本理念」、「国の責務」、「事業性融資推進本部」、「企業価値担保権」、
「認定事業性融資推進支援機関」等について定める。

基本理念・国の責務

事業性融資推進本部の設置

認定事業性融資推進支援機関制度の導入

 事業性融資の推進に総合的かつ集中的に取り
組むため、金融庁に事業性融資推進本部（本
部長：金融担当大臣）を設置する。

 本部の構成員は、金融担当大臣、経済産業大
臣、財務大臣、農林水産大臣及び法務大臣等
とする。

 事業性融資の推進に関する基本方針を定める。

 企業価値担保権の活用等を支援するため、事業性融資について
高度な専門的知見を有し、事業者や金融機関等に対して助言・
指導を行う機関の認定制度を導入する。

 有形資産に乏しいスタートアップや、経営者保証により事業承継
や思い切った事業展開を躊躇している事業者等の資金調達を円
滑化するため、無形資産を含む事業全体を担保とする制度（企業
価値担保権）を創設する。

 企業価値担保権を活用する場合、債務者の粉飾等の例外を除き、
経営者保証の利用を制限する。

 企業価値担保権の設定に伴う権利義務に関する適切な理解や取
引先等の一般債権者保護等、担保権の適切な活用を確保するた
め、新たに創設する信託業の免許を受けた者を担保権者とする。

 担保権実行時には、企業価値を損うことがないよう、事業継続に
不可欠な費用（商取引債権・労働債権等）について優先的に弁済
し、事業譲渡の対価を融資の返済に充てる。

企業価値担保権の創設
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金融審議会「資金決済制度等に関するワーキング・グループ」における議論について

 金融審議会「資金決済制度等に関するワーキング・グループ」において、日本国内で組成されるシンジケー
トローンに参加する場合に、日本国内に営業所等の設置が必要となることが外国の金融機関等にとって
ハードルになっているとの指摘について議論がなされた。

 上記ワーキング・グループの報告において、貸金業法に係る上記のような問題が貸金業法が柔構造化され
ていない（注）ことに起因しているとの指摘があったことを踏まえ、「リスクに応じた適切な規制が課されるよう、
貸金業法の柔構造化についても、今後中長期的に検討を深めていくことが望ましい」とされた。

（注）貸金業法では、貸金業者が行う貸付けに対して、借り手の属性や貸付けの態様等にかかわらず、基本的に各種の規制が一律に課されている。

日本企業による外貨調達ニーズに応えるために、国内銀行等
によって日本国内で組成されるシンジケートローンに外国の金融
機関等が参加し、外貨による貸付けを行う方法がある。この場合、
この外国の金融機関等は、貸付けを業として行うことについて他
の法律に特別の規定のある者（外国銀行支店等）を除き、貸金
業の登録が必要となる。このため、シンジケートローンに参加す
ることのみを目的とする場合であっても、例えば、国内に営業所
又は事務所を設置する必要があり、当該規制が外国の金融機関
等にとってハードルになっているとの指摘がある。

（中略）

さらに、そうした問題は、そもそも貸金業法が柔構造化されてい
ないことに起因しているとの見方もできるため、外国の金融機関
等の登録要件の検討にとどまらず、貸金業法の趣旨や各種リス
クを踏まえながら、貸金業法の柔構造化の議論を行うことが重要
であるとの意見もみられた。

このような様々な意見があったことも踏まえ、外国の金融機関
等がシンジケートローンに参加する場合の規制については、引き
続き検討を行っていくことが考えられる。また、リスクに応じた適
切な規制が課されるよう、貸金業法の柔構造化についても、今後
中長期的に検討を深めていくことが望ましい。

○ 参入規制

(1) 営業所等を有することが前提 
(2) 人的要件

- 常務に従事する役員のうちに貸

付けの業務に３年以上従事した経
験を有する者を配置

- 営業所等ごとに貸付けの業務に

１年以上従事した者を常勤の役員
又は使用人として１人以上配置

- 貸金業務取扱主任者の設置義務

(3) 財産的要件

- 最低純資産額（5,000万円以上）

○ 与信限度規制

(1) 総量規制等

- 個人顧客の返済能力調査におけ
る指定信用情報機関（JICC、CIC）

保有の信用情報の使用・提供義務、
源泉徴収票等の徴収義務

- 返済能力を超えた貸付け禁止

（個人顧客の総借入残高が年収等
の３分の１を超える貸付け など）

(2) 上限金利規制

- 利息制限法の上限金利を超える
利息の契約等の禁止

○ その他の規制

(1) 書面の交付に関する義務

- 契約締結前書面・契約締結時書
面の交付

- 受取証書の交付 
(2) 偽りその他不正又は著しく不当な

行為の禁止、取立て行為規制

貸金業者に適用される主な規制
金融審議会「資金決済制度等に関するワーキング・グ
ループ」報告（抄）（令和７年１月公表）



金融業者の貸付業務のための社債の発行等に関する法律（ノンバンク社債法）について

 昭和29年に出資法が制定され、当時の同法第２条第３項（注１）において、銀行等以外の貸付業務を営
む株式会社が社債の発行により貸付資金を受け入れることが禁止された。

 平成９年５月に公表されたノンバンクに関する懇談会報告書において、投資家保護のための諸制度が
整備されている一方で、企業の資金不足が解消され、金融仲介の多チャンネル化が求められている
状況にあったことを踏まえ、当時の出資法第２条第３項の削除が提言された。

 平成11年、出資法の上記規定の撤廃、及びノンバンク社債法の制定により、金融業者（注２）による社債
の発行が登録制度の下で解禁された。

（注１）出資法第２条第３項（当時）：「主として金銭の貸付の業務を営む株式会社（銀行を除く。）が、社債の発行により、不特定且つ多数の者

から貸付資金を受け入れるときは、業として預り金をするものとみなす。」

（注２）ノンバンク社債法において、金融業者とは、貸付けを業として行う者で、貸金業法第２条第２項に規定する貸金業者や、質屋営業法第１

条第２項に規定する質屋などをいう。

＜登録制＞

・ 資本金10億円以上

・ 貸付審査業務に３年以上従事した者が２名以上従事
等

- 10 -

金融業者

金融業者による社債等の発行・投資家による引受け
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 登録制度の実施

（資本金要件・人的要件等）

 ディスクロージャーの充実

（貸借対照表への貸付金の記載・

不良債権の状況の注記等）

 監督（報告徴収・登録の取消し等）

 罰則

投資家
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【参考】貸金業法等の主な沿革

昭和58年 貸金業の規制等に関する法律の制定

【背景】サラ金問題（高金利、不当な取立て）

【内容】登録制の導入、契約締結時の書面交付義務の新設など

平成 3年 貸金業の規制等に関する法律の一部改正

【背景】ノンバンクの土地関連融資の社会問題化

【内容】事業報告書の提出義務の新設など

平成11年 金融業者の貸付業務のための社債の発行等に関する法律の制定

【背景】ノンバンクの資金調達を自由化するための法整備の必要性の指摘

貸金業の規制等に関する法律の一部改正

【背景】商工ローン問題の社会問題化

【内容】保証人への契約締結前の書面交付義務の新設など

平成15年 貸金業の規制等に関する法律の一部改正

【背景】ヤミ金問題の社会問題化

【内容】無登録業者に対する広告・勧誘の禁止、取立行為規制、暴力団等を業務に従事させることの禁止など

平成16年 貸金業の規制等に関する法律の一部改正

【背景】公的年金担保融資の社会問題化

【内容】公的年金振込口座の通帳の保管禁止

平成18年 貸金業の規制等に関する法律から貸金業法への改正

【背景】多重債務問題の深刻化

【内容】①貸金業適正化のための見直し、②過剰貸付けの抑制、③金利体系の適正化、④ヤミ金融対策の強化

現在


